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2014～2016年度中期経営計画で着手した大型開

発計画が完成し、収益として成果が表れる 2017～

2021年度までの５カ年を当中期経営計画の期間と設
定。飛躍的な成長をとともに、新たなグループビジョンに

基づく非連続な成長の実現に向け、グループ経営の舵を

大きく切る転換期、すなわち「グループ構造変革期」と位

◆ 事業ポートフォリオ変革イメージ
　（連結営業利益（IFRS））

◆ 経営数値目標 ◆ 財務戦略構造図
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小売業の枠を超えた、
“マルチサービスリテイラー”へ。

置づけ、2021年度ROE8％の実現を目指していきます。

そのため、これまでのマルチリテイラーの考え方から一

歩進め、小売業の枠を超えた“マルチサービスリテイラー”

として新たな事業領域への拡大をはかる一方、不採算事

業領域の見極めなどにさらにスピードを上げて取り組み、

事業の入れ替えを積極的に推進していきます。

2021年度
目標 

連結営業利益

連結営業利益率

連結ROE
（親会社所有者帰属
持分当期利益率）

560億円

10.0％

8.0％以上

2016 年度
実績（概算）

417億円 

9.2％

7.6％

2017～2021年度累計
営業キャッシュ・フロー

設備投資・成長投資

2,600億円以上
2,000億円

グループ構造変革に向けた成長戦略

成長戦略を支える経営基盤の強化

店舗を核に地域とともに成長するビジネスモデルの構築

に向け、これまでの「アーバンドミナント戦略」の取り組みを

さらに加速させていきます。百貨店に新設した不動産事業部

とパルコの不動産開発部門との連携強化をはかるとともに、

「GINZA SIX（ギンザ シックス）」や本年秋に開業予定の「上

野店新南館」など新たな商

業施設の開発と賃貸借面積

の拡大により不動産事業を

グループセグメントの柱と

して強化します。

◆ アーバンドミナント戦略（不動産事業の強化）

国際会計基準ＩＦＲＳの適用
適正な資産評価に基づいた効率経営の実践や当期

利益重視の経営管理、財務情報の国際的な比較可能

性の向上による国内外の投資家に対するアカウンタビリ

ティの強化を目的として、 2017年３月から、国際会計基

準（ＩＦＲＳ）を任意適用することとしました。（P58で図解）

事業ポートフォリオの考え方
2017年度から報告セグメントとして新たに「不動産事

業」を設定。そして、これまでグループ営業利益の約９割

近くを占めていた百貨店事業とパルコ事業のシェアを７

割程度にする一方、不動産事業の強化及び新規事業領

域の拡大によりそのシェアを伸ばしていきます。
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2016年度 2021年度

GINZA SIX

渋谷パルコ 完成予想図

大丸心斎橋店 本館 完成予想図

億円（営業利益）

百貨店
53%

百貨店
44%

パルコ
34%

パルコ
26%

クレジット金融・他

クレジット金融・新規・他

13%
18%

不動産12%
417億

円

560億
円

%は営業利益構成比

都市生活を楽しみたい消費者に対し、パルコ固有の強みを活

かした事業領域の拡大を進めていきます。「新生渋谷パルコ創

造」によるパルコのストアブランド進化を実現させるとともに、

店舗のスクラップ＆ビルドの推進により都心型店舗の魅力向上

をはかります。またゼロゲー

トなど商業不動産のプロ

デュース力強化やエンタテ

インメント事業によるコン

テンツ開発力強化、外部展開

本格化などに取り組みます。

◆ パルコ事業の革新

店舗戦略の基軸を集客力の強化、顧客基盤の拡大と位置づ

け、多様化する顧客ニーズを先取りしグループビジョンの具

現化に取り組みます。魅力的な体験価値を提供する店舗への

変革に向け、コト・サービスなど物販に止まらない幅広いテ

ナント導入に加え、既存編集売場の見直しによる新たな編集

売場の導入、拡大などを推

進します。また、「未来定番

研究所」を設立し、オープ

ンイノベーションを推進

します。

◆ 百貨店事業の革新

◆ ＩＣＴ戦略

ICTを活用した業務の自動化及び伝票や決済の電子化な

ど、ICT活用とペーパーレスを軸とした業務プロセス改革を

推進します。併せて、生産性向上に向けた働き方改革の実現

を目指し、社内外のコミュニケーションツールの刷新などオ

フィス環境の向上に取り組みます。

◆ グループ業務システム刷新

高い付加価値を生み出す「人材育成」と「人と組織の活性化」

に取り組み、専門的な知見を持つ外部人材の登用と活用を積

極的に進めるとともに、チャレンジした人が評価される仕組

みの構築や創造性を引き出す働き方の変革に取り組みます。

◆ グループ組織人事改革

◆ コーポレートガバナンス強化

◆ 新規事業領域の拡大

新たなグループビジョンの実現に向け、小売業の枠を超えた事業

領域の拡大に向けた取り組みを推進します。子育て世帯、共働き世

帯、シニアなどのお客さまが抱える課題解決やニーズに応えるた

め、サービス分野を含めた新規事業領域の拡大を進めます。また、ク

レジット金融事業、人材派遣

業、建装事業など高効率で、か

つ当社の持つリソースの活用

やマーケットの成長が期待で

きる事業において事業領域拡

大を進めます。

2017～2021年度 中期経営計画

 「あらゆるモノがネットにつながるIoT時代のライフスタ

イル」に対応するため、Eコマースの強化による収益性向上、

ICTを活用したお客さまとの関係性強化、新規事業の具現化

に取り組みます。また、先進情報の収集力強化のため、ベン

チャーキャピタル（VC）への出資と人材派遣を通じた人材育

成を推進し、先進情報や知見を活用したオープンイノベー

ションの取り組みにより、新たなサービスや事業の具現化を

進めます。

 指名委員会等設置会社への移行により、経営監督機能の強

化、機動的な経営の推進、監査精度の維持・向上に取り組みま

す。また、持株会社と事業子会社の権限・責任の明確化をはか

り、グループガバナンスの強化をはかります。併せて、透明性･

客観性の高い経営人事機能の強化や、内部統制システムの見

直し・強化をはかります。

◆ CSR活動推進

CSR活動を「環境」「人権」「働き方」「事業リスク」「コミュニ

ティの参画」など、国際標準規格ISO26000に則った課題に

分類し、グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上に

向けた取り組みを推進します。「持続可能な社会」「社会と企

業の持続的成長」「長期的な企業価値向上」をサスティナブル

な目標として環境社会活動に取り組んでいきます。

経営数値目標 （ＩＦＲＳ）

ＦＣＦ
＞

0
ＲＯＥ

8%営業利益率

10%

自己資本比率

40%

24 25





















売場構成の抜本的見直し

百貨店のコアコンピタンスとは、都心の好立地に大規

模な施設を展開し、優良な顧客資産を豊富に保有すると

いうことです。しかしながら、現状ではこうしたコアコンピタ

ンスを充分に活かしきれていないことが最大の課題と考え

ています。こうしたことを改めて再認識しつつ、「圧倒的な

集客力の強化」と「強固な顧客基盤づくり」を推進するこ

とにより、実店舗の価値最大化をはかっていきます。

総務省の家計調査によれば、「１世帯あたり年平均1カ月

間の消費支出」に占める被服への支出割合は、1990年に

は7.2％であったものが2016年には4.2％まで低下しており

ます。この背景には、ファッションのグローバル化とカジュア

ル化の進展とともに、特に若い世代を中心とした自己表現

のあり方や価値観の大きな変化などがあるものと考えてい

ます。一方、こうしたお客様の購買行動の変化にもかかわら

ず、百貨店店舗の売場構成は、80年代後半以降、基幹店

において婦人服の売場面積が肥大化した状態が続いてい

ます。このギャップを是正するため、今中期計画期間中にお

よそ△30％、面積としておよそ△16,000㎡圧縮します。

新たな編集売場への挑戦

新たに生まれたスペースでは、店舗ごとのマーケットを

精査した戦略に基づき、独自性のある新たな編集売場や

エリアで求められる新たなカテゴリーの展開を、定期賃貸

借化も選択肢としながら拡大していきます。この取り組み

により、新たなマーケットを創造し、集客力を高めるととも

に顧客層の幅を広げていきます。

新たな挑戦の具体的な事例のひとつが、「GINZA 

SIX」2階にオープンした「シジェーム・ギンザ」です。ショッ

プ名の「シジェーム」とは、フランス語で「第6の」という意

味です。この名前には、お客様の視覚、聴覚、嗅覚、味

覚、触覚の次の感覚＝第六感を刺激する売場作りをした

いという思いを込めています。近年、価値観の変化が進む

中、特に洗練された大人の街、銀座エリアにおいて本質

を極めた大人たちに支持される新しいライフスタイルを、ラ

グジュアリーブランドが集まったフロアで、ネクストラグジュ

アリーを含む“雑貨のセレクト編集”として展開します。
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リブ・トウキョウ

また、大丸東京店6階にオープンした「リブ・トウキョウ」

は、外部の知見を活用することにより、130坪の開放的な

環境のもとで物販とカフェ、書籍が一体となった編集売

場としてプロデュースされたコンセプト型セレクトゾーンで

す。百貨店というリアル店舗ならではの新たな時間消費

や体験消費の対応強化を通じ、既存顧客の買いまわり促

進とともに、新規顧客へのアプローチ機会の拡大をは

かっていきます。

新百貨店モデルを革新

なかでも、こうした取り組みを最も象徴するモデルとなる

のが、現在建替え中で2019年秋にオープンを予定する

「大丸心斎橋店新本館」です。新たな本館では、品揃え、

サービス、環境などすべてにおいて、これまでの百貨店で

は見たこともない、百貨店の未来の方向を示す革新的な

“新百貨店モデル”を具現化したいと考えています。

新たに生まれ変わる心斎橋店本館では、心斎橋地区

が持つ可能性と潜在力を最大限に引き出す、グローバル

対応を強化した本格的な百貨店を展開します。新たな本

館は、高さは約60ｍ、地下3階から地上11階までの建物

となる見込みであり、従来よりも約30％増床となる

40,000㎡の売場を新たに構築します。

また、御堂筋側の外壁を保存するとともに、新築される

高層部はセットバックさせ、保存外壁と景観的調和をはか

ります。内装については、既存内装の調査を行い、再活用

できる部材を抽出し、当社としての店づくりの考え方を

ベースに、１階を中心として店舗内装環境において活用

していきます。さらに、心斎橋筋商店街へのアクセス向上

をはかるため、地下鉄駅改札からの地下通路を改修し、

通路拡幅、エレベーター、上下エスカレーター設置などバ

リアフリー化を行うほか、地下駐輪場（約390台）の整備

や屋上緑化の整備など地域の課題に取り組みます。併せ

て、インバウンドセンター（仮称）など国際競争力の強化に

資する施設を館内に設けるなど、地域の活性化にも取り

組みます。新たな本館の開業は2019年秋を予定してい

ます。

さらに、この新本館が開業した後には、隣接する北館に

ついては「不動産賃貸を主体としたショッピングセンター」

へとビジネスモデルを大きく転換します。そのうえで、この２つ

の店舗を接続することにより、計80,000㎡を超える、斬

新かつ収益性の高い、ハイブリッドな商業施設を創造した

いと考えています。併せて、自社物件を中心とする周辺開

発を不動産事業部が主体となって進めることにより、さら

なる地域のドミナント化に取り組んでいきます。

 

イノベーションを推進する新組織

「未来定番研究所」を設置

圧倒的な集客力と強固な顧客基盤を実現していくため

には、店舗ブランディングの再構築と魅力的なコンテンツ

の開発が不可欠となります。これらの推進エンジンと位置

づけるのが「未来定番研究所」です。メディア発信機能と

ともに、キュレーション機能、ビジネス展開機能を併せ持ち

ながら、現状分析にとどまらず、5年先の市場を創造する

ためのマーケティング活動とブランディングに取り組みま

す。そのために、自前主義にこだわるのではなく、外部人

材登用を含めた企画人材の流動化をはかり、プロジェクト

に応じた人材キャスティングによるオープンイノベーション

を推進していきます。

顧客基盤の拡充

富裕層を対象とする外商強化については、エリアごとに

重点ターゲットを定めるなかで専任部隊が新規顧客開拓

をさらに進めるとともに、購買動向に応じてよりパーソナル

なサービスを提供する営業活動の高度化をはかっていきま

す。また、新たに導入を検討中の決済機能付スマートフォ

ン・アプリの提供を通じてより幅広い優良顧客の開拓にも

取り組んでいきます。さらに、着実な成長を続けるインバウ

ンド消費の取り込みでは、アジア、特に中国、香港、韓国な

ど近隣諸国からの来日観光客について、いわば“商圏の

拡大”と位置づけ、購買高の多い外国人観光客向けた

「エクスクルーシブカード」の発行により、購買情報を把握

するとともに、販促情報提供を通じたリピート購買にも活

用し、顧客固定化をはかっていきます。

店舗別B/Sを導入、経営管理を革新

百貨店ビジネスは、とても大きな店舗資産を抱えながら

事業活動を行っています。しかしながら、これまでは売上や

利益への意識やこだわりは強かったものの、そうした資産

を認識したうえでのリターンを追求するという思考が店舗レ

ベルにおいて希薄であったことは否めません。全社では

ROE向上を宣言していますが、百貨店としてはROEの構

成要素であるROA、つまり資産効率を向上させるための

具体的な取り組みに落とし込むことが不可欠となります。

そのため、本年３月から店舗別B/Sによる経営管理を導入

し、これまでのP/L重視だけではなく、新たに資産効率向

上の視点を加えることにより、店舗段階でのROA向上に

取り組んでいくこととしました。ROAを分解した事例は図の

とおりですが、店舗特性に応じて現場レベルでの適正な

指標に落とし込み、資産効率の向上をはかることにより、

全社の重要経営指標であるROE向上に繋げていきます。

百貨店事業革新

◆ 富裕層を含めた顧客固定客化の推進

◆ 店舗B/S導入による経営管理の高度化

専任部隊による
外商カード開拓
継続推進

購買行動に応じた
営業活動の
高度化

より幅広い優良顧客の固定客化を推進

ＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント)の高度化

自社カード インバウンド 他社カード 外部ポイント 外部企業等

ROE

・外商重点店舗の主要取組み（売掛金の比率が相対的に高い）

⇒回収延滞の防止・個人評価

・モデル店「東京店」の主要取組み（棚卸資産の比率が相対的に高い）
⇒回転率・交差比率での評価徹底
⇒売筋商品確保・死筋商品排除

・モデル店「名古屋店」の主要取組み（有形固定資産の比率が相対的に高い）

従来に引き続き重点実施

⇒自店舗ＲＯＡ貢献度の高い改装投資計画を選別・実施

⇒投資計画検討委員会による審査
⇒投資回収実績での個人評価

取
り
組
み
強
化
指
標

従
来
指
標

当期純利益
株主資本

ROA
（店長評価指標）
営業利益
総資産

総資産回転率
売上高
総資産

営業利益率
営業利益
売上高

財務レバレッジ
総資産
株主資本

マージン
売掛金回収率

商品回転率

月坪売上高

投資回収

担当売上高

新規ID顧客数

商品売買益高

営業費効率

当期純利益
営業利益

B/S
視点

P/L
視点

34 35
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I N T E R V I E W

社外取締役インタビュー
度にスタートした中期経営計画は“グループ構造変革期”

と位置づけ、中核の百貨店事業とパルコ事業に過度に

依存するのではなく、不動産事業をはじめ、今後マーケット

として成長が見込める関連事業や新規事業の拡大等に

よる事業ポートフォリオの変革に取り組むこととしています。

つまり、既存の投資成果をしっかり検証しつつ、5年後、10年

後を見据えて新規事業の創設や既存事業の革新に取り

組んでいかねばなりません。その際、社外取締役はそれ

ぞれの経営経験や知見に基づき、小売業出身者とは

異なる“社外の眼”からの助言、監督が重要になってくる

ものと考えています。

また、持株会社が行う経営管理においてはリスク管理

が重要となります。リスクには、戦略の策定・実行に伴う

戦略リスクや資金の調達・運用や資金管理に伴うファイ

ナンスリスクのように、状況によっては企業家精神を発揮

しつつ、そのリスクを“チャンス”として受容することによって

中長期的な企業価値の向上をはかる“プラスのリスク”

と、もう一方で、自然災害等のハザードリスクやコンプライ

アンスリスクのようにリスクが現実化すれば必ず損失が

発生するような“マイナスのリスク”とがあります。今回の

ガバナンス改革では、これまで成長機会の確保に向けた

プラスのリスクについての検討が十分ではなかったとの

反省のもと、戦略リスクを中心にリスク全般に全社的な

視点から組織的に管理・対応するため、「リスクマネジメント

委員会」を新たに執行体制の中に設置し、リスクマネジ

メントに特化した視点から経営の意思決定を可能にしま

した。また「コンプライアンス委員会」では、さらにコンプライ

アンス体制の基盤整備や運用状況の監督機能を強化

します。いずれのリスク管理も監査は社外取締役が過半

数を占める「監査委員会」が担うことになります。

これからは社外取締役の監査委員等として職務に臨み

ますが、私の場合は法律家の経歴をもとに監査役として

これまで主に適法性監査に携わってきたため、やはり当社

の経営が健全であることに最も関心が高く、これからもその

面においてこれまで私が培ってきた経験や知見を役立てて

行きたいと考えています。内部統制、監査等の業務運営

上の規律順守や事業運営の法的リスクなどについて社外

取締役として的確な助言、監督を行えるよう努めます。具体

的には、例えば、コンプライアンスにおいて組織ぐるみと

みなされるような法令違反がないよう、またお客様のみならず

地域社会に大きな被害を及ぼすような火災を万が一でも

おこさないよう留意して行きたい。また子会社においてコーポ

レートガバナンスが十分機能しているかどうか、事業リスク

が適切に評価されリスクに見合った管理体制が整備され

ているかどうかについても、持株会社として注視していきたい

と考えています。

企業にとって攻めのガバナンス、守りのガバナンスともに

重要ではありますが、当社グループが世の中の常識から

外れることを行わないよう、“社外の眼”として世間の常識に

則った意見等を行うことも、私の重要な役割ではないかと

考えています。

TSURUTA Rokurou

社外取締役

鶴田 六郎

当社の傘下にある大丸には「先義後利」、また、松坂屋

には「諸悪莫作」「衆善奉行」という社是があります。これら

に共通するのは、「顧客第一」「公共に尽くす」といった

ことだけでなく、「社会の変化に的確に対応する」という

意味も込められていると思います。社内の皆さんは意外と

気が付いていないのかもしれませんが、その精神が300年、

400年にわたって脈 と々受け継がれているため、それぞれ

の時代の要請に応じた対応を実施することにより、長きに

わたって発展を続けることができたのではないでしょうか。

「先義後利」、あるいは「諸悪莫作」「衆善奉行」は言葉と

して難しく、また時代によって具体的な内容は変化し得る

言葉ですが、今後も時代の要請に即した形でその言葉に

込められた真意を汲み、具体的な企業活動につなげて

欲しいと思います。

2014年6月の「日本再興戦略改訂版2014」において、

企業の稼ぐ力を高めるためにコーポレートガバナンス・コード

を策定するという政府の方針が打ち出され、有識者に

よって策定作業が進みました。当社では、2015年3月から

コーポレートガバナンス推進担当を組織として設置し、取締

役会の役割・運営等など企業統治のあり方についての

検討を始めていました。2015年6月には当時の会長、社長、

社外役員をメンバーとして「ガバナンス委員会」が設置され

ました。「ガバナンス委員会」では、主に機関設計のあり方、

取締役会の実効性向上策等に関して活発な議論を行い

ました。その議論の中で、機関設計については当時の監査

役会設置会社から指名委員会等設置会社へ移行すべき

との意見に次第に集約され、2016年7月のガバナンス委員

会においてその方向性の決定がなされました。

機関設計の変更はガバナンス委員会での議論の積み

重ねを経て進められたものであったと思いますが、その根底

には山本社長の並々ならぬ熱い思いが大きな原動力と

して働いていたと感じています。山本社長はコーポレート

ガバナンス・コードに照らした当社のガバナンスの現状に

ついての反省に立ち、コード全ての原則を実施することを

通じて、当社のコーポレートガバナンスの強化をはかること

により、会社を大きく変革するとともに、飛躍的な成長を

遂げようとされたのでしょう。

当社役員全員の自己評価をもとに第三者機関が個別

インタビューと取締役会の直接観察を実施する取締役会

実効性評価は、取締役会を中心とするガバナンス改革の

前進に大きく寄与してきました。取締役会評価の結果を受け

て、取締役会への付議・報告事項の見直し整理、事前

説明の強化等が進み、グループ経営戦略や資源配分・

資本政策等戦略議論に関する時間配分や議論の密度

が高まり取締役会審議の活性化につながりました。

社外取締役は、それぞれの経歴や知見等によって、尽力

する分野や果たす役割も異なってきますが、経営戦略の

策定など、いわゆる「攻めのガバナンス」の面での貢献と

ともに、「守りのガバナンス」の面での適切な助言・監督が

できるように努め、両者が相まって企業価値の向上に貢献

しなければならないと考えています。特に、指名委員会等

設置会社においては、従来の監査役制度とは異なり、執行

役の職務執行の監査は監査委員会が内部統制システム

を通じた「組織監査」により行うため、内部統制システムの

構築のみならず、それが現実的に有効に機能しているか

チェックすることが重要となります。

当社の持株会社としての役割は、経営理念、ビジョンと

戦略に基づいて傘下の事業会社を評価し、事業ポート

フォリオの組み替えと適正化を進めることにあります。2017年

当社のガバナンス改革への取り組みについて

社外取締役の役割とは

今後果たしていきたい役割と当社への期待

1970年 4月 東京地方検察庁検事
2005年 4月 名古屋高等検察庁検事長
2006年 6月 退官
2006年 7月 弁護士登録
2006年 10月 千葉大学法科大学院教授
2007年  5月 株式会社大丸社外監査役
2007年 6月 帝国ピストンリング株式会社
  （現ＴＰＲ株式会社）社外取締役（現任）
2007年 9月 当社社外監査役
2009年 4月 駿河台大学法科大学院教授
2010年 6月 株式会社三菱ケミカルホールディングス
  社外監査役
2012年 6月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ
  社外監査役（現任）
2015年 6月 カヤバ工業株式会社（現ＫＹＢ株式会社）
  社外取締役（現任）
2017年 5月 当社社外取締役（現任） 
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日本基準とIFRSの比較
日本基準（連結）

IFRS（連結）

特別損益

持分法投資損益

金融損益

営業外損益

ポイント費

販売費及び一般管理費

売上原価

親会社当期利益

持分法投資損益

金融損益

営業利益

その他の営業損益

△のれん償却

販売費及び一般管理費

売上総利益

売上原価

売上収益

△退職給付制度の償却処理

売上高
（純額+買取売上）

親会社当期純利益

経常利益

営業利益

売上総利益

売上高（総額）

△ポイント費

百貨店売上のうち消化仕入売上、及び
パルコのテナント売上、大丸興業の消化
仕入売上などが純額となるため大幅に
減少します。

百貨店の販売管理費及び一般管理費
のうち、ポイント費用は売上からの控除
となります。

のれん、退職給付の数理計算上の差異
は償却しません。

固定資産売却益、雑収入、固定資産処分
損、雑支出などです。

日本基準の当期純利益に相当し、ROE
の分子となります。

IFRSでは「経常利益」の指標はあり
ません。

受取利息、受取配当金、支払利息など
です。

参考指標
なお、連結では従来との比較可能性継続の観点から、参考指標として下記を設定します。

IFRS売上収益のうち、主に百貨店事業の消化仕入取引を総額に、
またパルコ事業の純額取引をテナント取扱高（総額ベース）に置き換えて算出します。

（IFRS営業利益）－（IFRSその他の営業収益等）＋（IFRSその他の営業費用等）で算出します。

連結B/S
●土地等の資産簿価をIFRS移行時の時価で見直したことにより、資産（土地､借地権他）、
　資本（利益剰余金）が減少します。また、負債は税効果による影響で減少します。

（単位：億円）

2017年2月28日
日本基準
〈資産の部〉

土地

借地権
その他

2017年2月28日
IFRS

〈資産の部/負債・資本の部〉

その他

2017年2月28日
日本基準

〈負債・純資産の部〉

総額売上

事業利益

当社は、適正な資産評価に基づいた効率経営の実践や、当期利益重視の経営管理、財務情報の国際的な比較可能性

向上による国内外の投資家に対するアカウンタビリティ強化を目的として、2017年3月から、国際会計基準（IFRS）を適用する

ことといたしました。

2017年度をスタートとする中期経営計画の経営数値目標を含め、今後当社グループが発表する業績予想及び実績

数値などにつきましては、IFRSベースで開示いたします。

IFRS（国際会計基準）適用に伴う
主な変更点図解

債権
流動化

建設
仮勘定

利益
剰余金

税効果等

未払
有給休暇 債権

流動化

10,501
181 △356

△370

△99 194 10,050 173

△559

△274 28 181
10,501

連結P/L
●売上高は消化仕入やテナント売上の純額表示､ポイント費控除により、６割程度減少します。
●営業利益は営業外損益、特別損益（固定資産処分損など）の組替え等により減少します。

売上高（売上収益）（単位：億円） （単位：億円）営業利益

〔内訳〕
百貨店 △4,463億円
パルコ △2,000億円
大丸興業 △156億円
 など

4,525194△97

△6,65711,085

2017年2月期
日本基準

のれん
償却

退職給付
償却取消し

その他の
営業収益

その他の
営業費用 その他

2017年2月期
IFRS

2017年2月期
日本基準

消化
仕入売上
テナント
売上

ポイント
費用

パルコ
テナント
共益費
戻入等

2017年2月期
IFRS

445 3
13

40 △72

△13
417
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グル ー プ企業 一 覧

百貨店事業／不動産事業

株式会社大丸松坂屋百貨店
所在地：〒135-0042東京都江東区木場二丁目18番11号
資本金：100億円 出資比率：100%                                         
http://www.daimaru-matsuzakaya.com 

大丸大阪・心斎橋店
所在地：〒542-8501大阪府大阪市中央区心斎橋筋一丁目7番1号
電話番号：（06)6271-1231 開店（現在地）：1726年（享保11年）11月

大丸大阪・梅田店
所在地：〒530-8202大阪府大阪市北区梅田三丁目1番1号
電話番号：（06)6343-1231 開店：1983年（昭和58年）4月

大丸東京店
所在地：〒100-6701東京都千代田区丸の内 一丁目9番1号
電話番号：（03)3212-8011 開店：1954年（昭和29年）10月

大丸京都店
所在地：〒600-8511京都府京都市下京区四条通高倉西入立売西町79i昏地
電話番号：（075)211-8111 開店（現在地）：1912年（大正元年）10月

大丸神戸店
所在地：〒650-0037兵庫県神戸市中央区明石町40番地
電話番号：（078)331-8121 開店（現在地）：1927年（昭和2年）4月

大丸札幌店
所在地：〒060-0005 北海道札幌市中央区北五条西 四丁目7番
電話番号：（011)828-1111 開店：2003年（平成15年）3月

松坂屋名古屋店
所在地：〒460-8430愛知県名古屋市中区栄三丁目16番1号
電話番号：（052)251-1111 開店：1910年（明治43年）3月

松坂屋上野店
所在地：〒110-8503東京都台東区上野三丁目29番5号
電話番号：TEL (03) 3832-1111 開店：1768年（明和5年）4月

株式会社博多大丸
所在地：〒810-8717 福岡県福岡市中央区天神一丁目4番1号
電話番号：（092)712-8181 資本金：30億37百万円 出資比率：69.9%
http://www.daimaru.eo.jp/fukuoka/index.html

株式会社下関大丸
所在地：〒750-8503 山口県下関市竹崎町四丁目4番10号
電話番号：（083)232-1111 資本金：4億80百万円 出資比率：100%
http:/ /shimonoseki.daimaru.co.jp/ 

パルコ事業

大丸山科店
所在地：〒607-8080京都府京都市山科区竹鼻竹ノ街道町91番地
電話番号：（075)255-7365 開店：1998年（平成10年）10月

大丸須磨店
所在地：〒654-0154兵庫県神戸市須磨区中落合二丁目2番4号
電話番号：（078)791-3111 開店：1980年（昭和55年）3月

大丸芦屋店
所在地：〒659-0093兵庫県芦屋市船戸町1番31号
電話番号：（0797)34-2111 開店：1980年（昭和55年）10月

松坂屋静岡店
所在地：〒420-8560静岡眼静岡市葵区御幸町10番地の2
電話番号：（054)254-1111 開店：1932年（昭和7年）11月

松坂屋高槻店
所在地：〒569-8522大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072)682-1111 開店：1979年（昭和54年）11月

松坂屋豊田店
所在地：〒471-8560愛知県豊田市西町六丁目85番地1
電話番号：（0565)37-1111 開店：2001年（平成13年）10月

不動産事業部
所在地：〒135-0042東京都江東区木場二丁目18番11号
電話番号：（03)6860-1141 

株式会社高知大丸
所在地：〒780-8566高知県高知市帯屋町一丁目6番1号
電話番号：（088)822-5111 資本金：3億円 出資比率：100%
http:/ /www.kochi-daimaru.eo.jp/ 

株式会社鳥取大丸
所在地：〒680-8601 烏取県烏取市今町二丁目151番地
電話番号：（0857)25-2111 資本金：1億80百万円 出資比率：14%
http:/ /www.daimaru-tottori.eo.jp/ 

株式会社パルコ（ショッピングセンター事業） 株式会社パルコスベースシステムズ（総合空間事業）
所在地：〒150-0045東京都渋谷区神泉町8-16渋谷ファーストプレイス 所在地：〒150-0045東京都渋谷区神泉町8-16渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03)3477-5710 資本金：343億67百万円 出資比率：64.9% 電話番号：（03)5459-6811 資本金：4億90百万円 出資比率：64.9%

PARCO (Singapore) Pte Ltd（ショッピングセンター事業） 株式会社パルコデジタルマーケティング（インターネット関連事業）
所在地：10 Anson Road #09-05/06 International Plaza Singapore 079903 所在地：〒150-0045東京都渋谷区神泉町8-16渋谷ファーストプレイス
電話番号：（65)6595-9100 資本金：450万Sドル 出資比率：64.9% 電話番号：（03)3477-8910 資本金：10百万円 出資比率：64.9%

株式会社ヌー ヴ・エイ（専門店事業）
所在地：〒150-0045東京都渋谷区神泉町8-16渋谷ファーストプレイス
電話番号：（03)5428-2600 資本金：4億90百万円 出資比率：64.9%
















